
インフラ分野のＤＸの推進に向けた体制強化について

新型コロナを契機とした非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産性や安全性向上を図るため、
５G等基幹テクノロジーを活用したインフラ分野のDXを強力に推進。
◆ インフラのデジタル化を進め、2023年度までに小規模なものを除く全ての公共工事について

BIM/CIM※活用への転換を実現。
◆ 現場、研究所と連携した推進体制を構築し、DX推進のための環境整備や実験フィールド整備等を行い

3次元データ等を活用した新技術の開発や導入促進、これらを活用する人材育成を実施。
◆ 令和３年４月１日に大臣官房にインフラDX総合推進室を設置し、総合的かつ一体的に取組を推進。

※BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）

インフラDX総合推進室（新設） ※令和3年4月

室長：大臣官房 技術調査課長
次長：国土技術政策総合研究所

社会資本マネジメント研究センター長
建設技術の研究及び開発並びに普及に関する事務を総合的か
つ一体的に推進することにより､建設現場の生産性向上を図る
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地方整備局
技術事務所等
人材育成センター

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証 等

国土交通本省
推進本部

・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔

機能 等

連携

企業 大学

※関東、中部、近畿、九州
の各地方整備局に設置

公共事業を「現場・実地」から
「非接触・リモート」に転換 5G等を活用した無人化

施工技術開発の加速化

インフラのデジタル化推進と
BIM/CIM活用への転換

リアルデータを活用した
技術開発の推進

国総研、土研、建研
DXデータセンター、

建設ＤＸ実験フィールド
・直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・３次元データや５G等を活用した新技術

の研究開発
・海外動向の研究 等土木研究所、建築研究所連携

室長：技術調査課長
次長：国総研社会資本ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究ｾﾝﾀｰ長

＜インフラDXを推進する体制の整備＞
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 国管理の洪水予報河川全てで、現在より3時
間長い6時間先の水位予測情報の一般提供
を令和3年出水期から開始し、災害対応や避
難行動等を支援

 令和2年12月にETC専用化を打ち出すと共
に、民間サービス等にETCを活用したタッチ
レス・キャッシュレス決済などを推進し、暮ら
しの利便性を向上

 経験が浅いオペレータでも吹雪時に 除雪機

械の安全運転を可能とする運転支援技術を
令和3年度より導入

 建設現場における作業員の身体負荷軽減
等を図るため、令和3年度よりパワーアシス
トスーツの試行を20程度の現場で開始

 ローカル５Gの活用による一般工事への無
人化施工の適用拡大に向け、令和3年度よ
り建設DX実証フィールドにて世界最先端の
研究開発を開始

 作業員の夜間作業の軽減と点検精度向上
に向け、３次元点群データを用いた鉄道施
設点検システムについて、令和2年度より実
証試験を行うとともに、令和3年度には点検
対象とする鉄道施設を拡大

 三次元データ等を一元管理し、受発注者間
等で共有を図るDXデータセンターを令和3年
度より運用開始

 防災ヘリの映像をAI解析し、浸水範囲等をリ
アルタイムで地図化する技術を令和3年度中
に実用化し、被害全容把握を迅速化

 災害時の技術支援の遠隔化に向けた実証
を令和３年度に本格化

行政手続きや暮らしにおける

サービスの変革

行政手続き等の迅速化

暮らしにおけるサービス向上

ロボット・AI等活用で人を支援し、

現場の安全性や効率性を向上

• 無人化・自律施工による安全性・生
産性の向上

• パワーアシストスーツ等による苦渋
作業減少

• 地域建設業のICT活用
• 鉄道自動運転の導入

安全で快適な労働環境を実現

AI等の活用による作業の効率化

• AI等による点検員の「判断」支援
• CCTVカメラ画像を用いた交通障害

自動検知等

熟練技能のデジタル化で

効率的に技能を習得

• 人材育成にモーションセンサー等を
活用

• CCUSとマイナポータルの連携

デジタルデータを活用し仕事の

プロセスや働き方を変革

調査業務の変革

監督検査業務の変革

• 監督検査の省人化・非接触化
• 公共通信不感地帯における遠

隔監督・施工管理の実現
• 映像解析を活用した出来形確認

点検・管理業務の効率化

• 点検の効率化・自動化
• 日々の管理の効率化
• 利水ダムのネットワーク化や水害

リスク情報の充実
• 危機管理型水門管理
• 行政事務データの管理効率化

ＤＸを支えるデータ活用環境の実現

デジタルデータを用いた社会課題の解決 3次元データ活用環境の整備

• まちづくりのデジタル基盤の構築
• データ活用の基盤整備（国家座標）
• 人流データの利活用拡大のための流通環境整備
• 公共工事執行情報の管理・活用のためのプラット

フォーム構築

• 3次元データ等を保管・活用環境の整備
• インフラ・建築物の3次元データ化
• 国土交通データプラットフォームの構築

• 特車通行手続き等の迅速化
• 河川の利用等に関する手続のオ

ンライン化
• 港湾関連データ連携基盤の構築

• ＩＴやセンシング技術等を活用した
ホーム転落防止技術等の活用促進

• ETCによるタッチレス決済の普及

具体的なアクション

インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
取組の背景

〇建設現場の課題
・将来の人手不足
・ 災害対策
・ インフラ老朽化の進展 等

生産性向上を目指し、i-Constructionを推進

〇社会経済情勢の変化
・技術革新の進展（Society5.0）
・新型コロナウイルス感染症に対応する
「非接触・リモート化」の働き方

・行政のデジタル化を強力に推進

等

インフラ分野においてもデジタル化・スマート化を強力に推進する必要

○社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデータとデジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本
や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働き方を変革し、
インフラへの国民理解を促進すると共に、安全・安心で豊かな生活を実現

【インフラ分野のDX】

代表事例

• 迅速な災害対応のための情報集
約の高度化

• 衛星等を活用した被災状況把握
• 遠隔操作・自動化水中施工等
• 道路分野におけるデータプラット

フォームの構築と多方面への活用
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どこでも可能な現場確認

誰でもすぐに現場で活躍

誰もが簡単に図面を理解

暮らしの安全を高めるサービス

• 水位予測情報の長時間化
• 遠隔による災害時の技術支援
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